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第435回：ケガなくてよかった軍首脳 

    

中国を指導する中国共産党は、昨年10月をもって第18期体制を終え、第19期体制に突入した。 

習近平総書記にとって、第１期の5年が無事終了し、第2期の 5年目が、これから始まる。 

第18期の5年間、即ち2012年から17年の間、習近平体制を支えてきた中国人民解放軍（以下PLA）の

最高指導者は以下の面々であった（職位＝17年の軍改革以前の職位 赤字＝留任/昇任）。 

氏名（生年） 軍事委員会 職位 上将昇進 現状 

范長竜（1947） 副主席 党政治局委員兼務 08/07 失脚？ 

許其亮（1950） 副主席 同 07/07 →副主席 

房峰輝（1951） 委員 総参謀長 10/07 失脚 

張陽（1951） 同 総政治部主任 10/07 失脚自殺 

常万全（1949） 同 国防相 07/11 今春引退予定 

趙克石（1947） 同 総後勤部長 10/07 引退 

張又侠（1950） 同 総装備部長 11/07 ↑副主席 

呉勝利（1945） 同 海軍司令員 07/07 引退 

馬暁天 （1949） 同 空軍司令員 09/07 引退 

魏鳳和（1954） 同 第 2砲兵隊司令員 12/11 →軍委委員 

軍委主席は習近平氏だが、制服組トップは 2 名の副主席、これに続くのが作戦担当の「総参謀長」と軍部

の思想・組織を統括する「総政治部主任」、そして「国防相」、この 5名がPLAの最高指導部だ。 

上記10名は全て習近平派の人物かと云えば、YESでもあり NOでもあり、ちょっと微妙な感じだ。 

本体制が発足したのは習政権が誕生した12年11月だが、正確にいえば11月4日の「第17期７中総会」

であって、第18期の総会ではない。 

つまり彼らは胡錦濤政権（第１７期）最後の中央委員総会で任命され、それから 11 日後、習近平体制が

発足した最初の中央委員会（第18期 1中総会）で再選されているのだ。 

つまり胡錦濤によって任命され、習近平によって（しぶしぶ）追認されたのが上記体制だ。 

ふつう指導者は最後の会議では余計なことをせず、静かに去るものだが、どうやら胡氏は思うことあって、

次期リーダー習近平の意見もある程度汲み取ったものの、自分主導で軍人事を決めてしまった。 

この 5年間、このPLA体制は、習氏にとって目の上のたんこぶのような存在であったに違いない。 

 

そこで習近平氏は、習政権2期目の第19期大会に向け、昨年強烈な「軌道修正」を断行し、8月末に腐敗

汚職の容疑で、房峰輝総参謀長と張陽総政治部の身柄を拘束し、彼らの取り調べを開始した。 

最終的に房峰輝は 1月 9日、軍検察機関送致が決まり、もうひとりの張陽も、房峰輝と同様のシナリオで

取り調べが進んでいたが、彼は昨年11月、隙を見て首吊り自殺を遂げ、司直の捜査から逃げ切った。 

PLAの 2枚看板を同時に失脚させるとは、あまりにむごい仕打ちではないかと呆れていたら、事件はどう
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もこれで終わりではなく、副主席（しかも上席の方の）范長竜・前軍委副主席が拘束されたとのニュースが、

いま香港を駆け巡っている。 

1 月 15 日付の米政府系放送局 VOA は「複数の海外中国語メディアが『范長竜失脚』を報じており、その

処罰が降格で済むのか、それとも房峰輝上将のようなケースになるのか注目される」と報道している。 

范長竜は中国陸軍の最強部隊である瀋陽軍区（現・北部戦区）第 16 集団軍の勤務が長く、ここは習近平

政権が誕生したとき、最初に血祭りに上げた徐才厚上将（元軍委副主席）の金城湯池である。 

PLA は今も昔も将官ポスト売買、軍用地払下げ、護衛艦を活用した密輸等、叩けばいくらでも埃が舞い上

がる金権体質にあり、いまなお続く徐才厚一派の残党狩りとして、范長竜も連座したらしい。 

習近平政権は独裁体制を更に固めるため、邪魔者を手当たり次第パージしているようだが、天に唾する

行為を満天下に恥じる「廉恥」の心はないのだろうか？ なければ破廉恥となるのだが・・。 

范長竜氏は昨年だけでも、ダンフォード米統合参謀本部議長や、ベトナムの首相、スペインの国防相等と

面談しており、そのダンフォード氏は昨年、房峰輝統合参謀部参謀長との間で米中間に新たな対話の仕組

みを設けるとの合意文書に署名している。 

范長竜も房峰輝も単なる将軍ではなく、いわば中国軍事外交の「顔」であった。 

そんな「中国の顔」がアッという間に牢屋送りになるとはね・・・ジョセフ・ダンフォードは今でも現役の統合

参謀本部議長だが、「房峰輝」とサインしてある米中覚書を見て、何を思うのだろうか。 

 

胡錦濤時代も含め、この10年間のPLA最高指導者を軍委副主席経験者に絞り込めば、徐才厚、郭伯雄、

范長竜、許其亮の4名しかおらず、これに昨年末、張又侠上将が加わった。 

現役2名は当然安泰だが、引退した3人は全て牢屋送り、まことに陰惨な権力闘争だが、長期間にわたり

腐敗追放キャンペーンに引っ掛からず、軍副主席をツルリと滑り落ちずに済んだのは、ツルッパゲの許其亮

上将ただ一人である・・・・思わず「ケガなくてよかったね！」と拍手したくなる。 

因みにPLAは党軍事委員会と国家軍事委員会の二枚看板となっており、范長竜は昨年10月の党大会で

「党軍委」の副主席を辞めたが、「国家軍委」副主席の任期は今春の全人代まで残っており、本日時点で彼

はまだ副主席として国防部のウェブサイトに顔写真が残っている。 

権力闘争の決着は裏取引で決まる、范長竜が軽い処分で済むかどうかは白状の内容次第かな。（了） 

文中の見解は全て筆者の個人的意見である。 

                              平成３０年１月１６日  

筆者プロフィール 

杉野光男 

東洋証券株式会社 主席エコノミスト 

一橋大学商学部卒、 三菱信託銀行（現三菱UFJ信託銀行）入社、上海華東師範大学へ留学 

同行北京駐在員、上海駐在員事務所長、理事中国担当部長を経て、２００７年より現職 

著書  日本の常識は中国の非常識（時事通信社）、中国ビジネス笑劇場（光文社）等 
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ご投資にあたっての注意事項 

手数料等およびリスクについて 

① 株式の手数料等およびリスクについて 

・ 国内株式の売買取引には、約定代金に対して最大1.2420％（税込み）、最低3,240円（税込み）（売却約定代金

が3,240円未満の場合、約定代金相当額）の手数料をいただきます。国内株式を募集、売出し等により取得い

ただく場合には、購入対価のみをお支払いいただきます。国内株式は、株価の変動により、元本の損失が生

じるおそれがあります。 

・ 外国株式等の売買取引には、売買金額（現地における約定代金に現地委託手数料と税金等を買いの場合に

は加え、売りの場合には差し引いた額）に対して最大 0.8640％（税込み）の国内取次ぎ手数料をいただきます。

外国の金融商品市場等における現地手数料や税金等は、その時々の市場状況、現地情勢等に応じて決定さ

れますので、本書面上その金額等をあらかじめ記載することはできません。外国株式は、株価の変動および

為替相場の変動等により、元本の損失が生じるおそれがあります。 

②債券の手数料等およびリスクについて 

・ 非上場債券を募集・売出し等により取得いただく場合は、購入対価のみをお支払いいただきます。 

 債券は、金利水準の変動等により価格が上下し、元本の損失を生じるおそれがあります。外国債券は、金

利水準の変動等により価格が上下するほか、カントリーリスク及び為替相場の変動等により元本の損失が生

じるおそれがあります。また、倒産等、発行会社の財務状態の悪化により元本の損失を生じるおそれがありま

す。 

③投資信託の手数料等およびリスクについて 

・ 投資信託のお取引にあたっては、申込（一部の投資信託は換金）手数料をいただきます。投資信託の保有期

間中に間接的に信託報酬をご負担いただきます。また、換金時に信託財産留保金を直接ご負担いただく場合

があります。 

投資信託は、個別の投資信託ごとに、ご負担いただく手数料等の費用やリスクの内容や性質が異なるため、

本書面上その金額等をあらかじめ記載することはできません。 

 投資信託は、主に国内外の株式や公社債等の値動きのある証券を投資対象とするため、当該金融商品市

場における取引価格の変動や為替の変動等により基準価格が変動し、元本の損失が生じるおそれがありま

す。 

④株価指数先物・株価指数オプション取引の手数料等およびリスクについて 

・ 株価指数先物取引には、約定代金に対し最大 0.0864％（税込み）の手数料をいただきます。また、所定の委

託証拠金が必要となります。 

・ 株価指数オプション取引には、約定代金、または権利行使で発生する金額に対し最大 4.320％（税込み）、最

低2,700円（税込み）の手数料をいただきます。また、所定の委託証拠金が必要となります。株価指数先物・株

価指数オプション取引は、対象とする株価指数の変動により、委託証拠金の額を上回る損失が生じるおそれ

があります。 

ご投資にあたっての留意点 

 取引や商品ごとに手数料等およびリスクが異なりますので、当該商品等の契約締結前交付書面、上場有価証券

等書面、目論見書、等をよくお読みください。 


